
 昨年 5 月にドイツ全土の地域公共交通が乗り

放題となる「D-チケット」の利用が開始されて

から 1 年が経過した。D-チケットは価格の安さ

と国内どこでも使える利便性が消費者から評価

される一方、交通事業者等地域公共交通を運営

する側からは財源や手続等の面で課題が指摘さ

れており、将来投資への影響だけでなくサービ

ス水準の維持にも暗雲が立ち込めている。 

 

■当初から懸念されていた D-チケットの

影響 

ドイツでは、独社会民主党・緑の党・自由民

主党による連立政権が主導し、エネルギー価格

急騰対策(給付・減税等)の追加項目として 2022

年６～８月の３カ月間限定で、月９ユーロ（当

時約 1,250 円）で国内の地域公共交通（優等列

車を除く鉄軌道・路線バス等）が利用できる「９

ユーロチケット」を販売し消費者から好評を得

た。その後継策が「ドイチュランド・チケット

（以下、D-チケット）」で、新たに環境対応等の

看板を掲げ連邦が年 15 億ユーロ（同約 2,250 億

円）を措置し各州と費用を折半して月 49 ユー

ロ（同約 7,380 円、現在約 8,360 円）で販売す

ることとし、2023年 5月にその利用を開始した。

D-チケットは当初からその利便性の高さや既存

の月定期等と比べて非常に安価なことが評価さ

れる一方、当初から事業者や州・自治体等、こ

れを運営する側からは運賃収入の減少や損失の

発生等に対する懸念が表明されていた。 

 

■D-チケット 1 年の成果 

ドイツ国内の交通事業者で構成する VDV（連

邦交通事業者連合）によると、これまで約二千

万人が少なくとも 1 回はこのチケットを購入し

た。D-チケットは月単位で販売され解約をしな

ければ自動延長となる仕組みだが 4 割超の利用

者が一度は D-チケットを解約したことがある

としており、既存の運賃体系（タリフ）が併存

している中で、利用者は各月の利用頻度にあわ

せて D-チケットを購入するか否かを判断し使

い分けをしているとみられる。VDV の調べによ

ると、D-チケット保有者の 95％が D-チケット

に満足し、8 割が他人にも D-チケットの保有を

薦めたいと回答する一方、地域公共交通のサー

ビス水準が低い地方圏の D-チケット保有者は

全体の 2 割にとどまる。 

 

■自動車からの転移は限定的 

名目上は環境対策となっている D-チケット

だが、VDV の調査によれば保有者の大部分が既

存の券種からの転換で、自動車等から転換した

人は 1 割程度にとどまる。他方、D-チケット保

有者の半数以上が以前よりも地域公共交通の利

用頻度が増えたとしており、元々輸送力に対し
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て需給が逼迫していた都市部では地域公共交

通の利用者数がコロナ禍以前の水準を超えて

増加を続け、以前からの課題であった混雑の悪

化を招く事態となっている。 

D-チケットは連邦と州が折半して減収補填

を行う仕組みだが、制度上減収額の全てが補填

されるわけではなく実質減収となっているほ

か複雑な精算事務の発生も課題となっている。

連邦や VDVとの関係が深く現場の状況にも詳し

い現地の専門家に聞いたところによると、長年

にわたり支出に対して運賃収入が占める割合

が５～６割程度で推移してきたところ、D-チケ

ットによりこれが３割程度まで低下し、輸送力

増強のために必要なインフラ投資への影響が

出始めている。つまり、需要だけが増えて減収

となり、輸送力を増やせない状況に陥りつつあ

る。 

 

■当面続く「政治価格」の D-チケット 

 州、郡、基礎自治体、交通事業者ら関係者か

らの評判が芳しくない D-チケットだが政治的

には大成功で、現政権が続く限り販売中止は想

定しにくい。今月半ば（2024 年 7月）にベルリ

ンの VDV で D-チケット等の政策担当者に話を

聞いたところ、D-チケットを「政治価格」「政治

の蓋（上限）」としたうえで、どのように安定財

源を確保するか方向性が見えていないとのこ

とであった。先述の専門家も、筆者に対して「10

ユーロ程度の値上げはあり得るが大幅な値上

げや販売終了は政治的に考えにくい」としてい

る。 

 D-チケットは安さとわかりやすさで一般の

支持を得てはいるが、事業運営側としてはメリ

ットがなく、運賃収入減が中長期のサービス水

準改善の足枷となりつつある。すでに物価高騰

の影響を受けて予算や人員が不足し、減便等の

形でサービス水準を落とさざるを得ない地域

も出るなど、将来に向けて鉄道の輸送人員を倍

増するという連邦の計画と矛盾した事態が発

生している。 

 

■収入分配やサービスの改善に着手―今

後の展開に注目 

 D-チケットは連邦全土で利用できるため、収

入の分配も課題となる。2023年は販売箇所に収

入が入る形としたが、販売箇所がドイツ鉄道

（DB）等に偏ったため、今年は購入者の居住地

を郵便番号で判定しその地域の運輸連合・運賃

連合等に収入を分配することとした。しかし、

運輸連合等が存在しない地域があるほかドイ

ツに居住地を持たない外国人等の収入をどこ

に分配するのか等の問題も指摘されており、今

後は D-チケット以外の利用者も含めた輸送実

績に応じた分配への変更も検討されている。ま

た、同伴者や自転車の持込等に対する取扱が地

域によって異なるなど必ずしも全国一律のサ

ービスとなっていないほか、その受益者が都市

部に集中するという地域間バランスの問題も

指摘されており、これを改善しようとする動き

もある。 

 この施策が我が国の公共交通政策に影響を

与えることは考えにくいが、政治により公共交

通にかかる事業環境が大きく歪んだ例として、

引き続き注視が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「高くない公共交通 D-チケット」と書かれた沿道広告 

（2024年 7 月筆者撮影） 


